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租 税 帰 着 の 分 解
- 不完全競争下への応用*)-

角 野 浩

1.はじめに

角野 〔14〕では,AndersonandBallentine〔3〕による不完全競争の下での分析を拡張し,

AtkinsonandStiglitz〔2〕,本間 〔11〕のアプローチに基づいた税の所得分配(賃金･利潤率比)
1)

に与える影響についての分析を試みた.

本稿の目的は,HattaandHaltiwanger〔9〕,Abe〔1〕が行なった租税帰着の分析を,不完

全競争下に応用し,帰着の結果をさらに拡張するものである.

以下の構成は次の通りである.第2節では,帰着のモデル体系を要約して示す.第3節では,

租税帰着の分析方法を説明する.第4節では,その方法にしたがって不完全競争下の帰着結果を

示す.

2.モデル

経済を不完全競争と考え,モデルを提示する.経済は二部門からなり,x部門が不完全競争部門,

y部門が完全競争部門とし,各々一次同時の生産技術により,労働と資本を用いて,X財,Y財

の生産を行う.

ここで,K,,i,は,それぞれj部門で用いられる資本と労働の量を表し,aLU…K,/i-, aLj≡L,/}'

(i-x,y)と定義し,rj,Wj,bcjは,各々j部門で成立する利潤率,賃金率,および,財価格であ

る.本稿では利潤税,雇用税,物品税が課されるとすると,その税率を,tl･j(i-K,L,C;i-x,y)

*) 本稿の執筆に際し御指導下さった名古屋市立大学の牛嶋正教授,山田雅俊助教授ならびに多和田虞助教授,

また,立命館大学の阿部顕三助教授に深く感謝申し上げる.なお,言うまでもなく本稿における一切の誤りは

筆者の責任である.

1) Harberger〔8〕は,完全競争下で初めて一般均衡の枠組みを用いて租税帰着の分析を行った.Batra〔6〕

は不完全競争下で経済成長がある経済,またBallentine〔4〕は不完全競争企業が効用最大化をする際の帰着

を検討している.
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とし,rj-(1+tLU)r…TK,Y,W,.-(1+tLj)W…TL,W,bQ･-(1-tc,･)bj≡Tdb,･と定義する.また Y財

をニューメレールに選び,♪cy…1とする.2)

x部門は独占的で,利潤最大化の際に右下がりの需要曲線に直面し,その一階条件は次のように

なる.

(1+1/符)pcx-rxakx+wxaLx

7日ま同産業の需要の価格弾力性で,

q-(∂X/apex)(カcx/X)

3)
であり,(1+1/甲)がマークアップ率と呼ばれる.

他方,y部門は完全競争下にあり利潤最大化の一階条件は次のように表される.

♪C,≡Tc,-r,azl,+W,aL,

完全競争的な要素市場の完全利用条件は次のようになる.

L-aLxX+aL,Y

K-aKxX+aK,Y

(1)

(2)

(3)

ただし,L,Kは各々労働と資本の総供給量であり不変とする.

最後に,消費者の財の選好は同一であるとしホモセティックな需要を仮定する.したがって,

財市場の需給均衡条件は次のように表される.

X/Y-H(px) (6)

ただし,Hは,X部門の Y部門に対する需要比率を表している.

モデルは(1)-(6)で表され,その6本の方程式によって6個の内生変数(9,,X,Y,W,r,q)が

決定され体系は完結する.

2) 不完全競争部門の企業の超過利潤に課税するが,その税率 t方は正常利潤に課す税率tKxと同率と仮定する.

3) 不完全競争部門の企業には技術的な参入障壁があり,常に独占を維持できるとする.したがって,ワ<-1を
仮定する.
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3.HattaandHattiwangerによる租税帰着の分解

4)

本節では,租税帰着を2つの効果に分解しよう.まず,租税ベクトルをT…[TKx,TK,,TLx,TL,,

Tcx,Tc,]′とする.したがって,(1)-(6)の体系の変数は,Tの関数として解くことができるから,

相対価格は,P,-♪x(T),また,賃金率と利潤率は,各々W-W(T),r-r(T)と表される.ここ

で,賃金･利潤率比をaJとすれば,aFw(T)/r(T)…a)(T)で示される.一方(4),(5),(6)から,

Tの任意の税率と相対価格であるbxを与えれば,X/Y,a)が決まり次のように書き表される.

a)-a)*(bx,T)

次に,体系全体からaJとbxは Tの関数として決まってくるから,

a)-a)(T),px-bx(T)

となる.そこで,(8)を(7)に代入すれば,

aJ-a)*(bx(T),T)

が導かれる.

(9)を Tに関して微分すれば次式が得られる.

% # ･卦 #

(7)

(8)

(9)

(10)

(10)のRHSの第一項は,租税によって生じる相対価格の変化に対する賃金･利潤率比の変化,

第二項は,要素代替効果によって引き起こされる賃金･利潤率比の変化と説明できる.Hattaand

Haltiwanger〔9〕では,第一項の効果は,財価格ディストーション効果(7r効果),第二項の効果

は,要素価格ディストーション効果(〟効果)と呼んでいる.

4) HattaandHaltiwanger〔9〕,Abe〔1〕に基づき財価格ディストーション効果(7r効果)と要素価格ディ

スト-ショソ効果(a)効果)に分解する.
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4.租税帰着分析

本節では,不完全競争下の租税帰着にHattaandHaltiwangerの分解を応用し,分析を行なう.
5)

まず,(10)の ∂a)′/abxと∂W*/∂Tを求めるため(4)-(6)の全微分を行 う.ただし,次で記号を定

義する.

).,…at,･j/i, OM…1/甲<0, OK,.…rJaKj/(1+OM)カC,,

OL,…u),aL,/(1+OM)pc,,j-x,y･

8K,=AK,OL,6,>0,8L,=AL,OkjO,>0,i-x,y,

∂Z…∂zx+8Z,>0,EAl…ALx-AKx,Azx+Aw-1,i-K,L.

6Dは需要代替弾力性,中 土j部門の労働と資本の代替弾力性,川は,要素シェアで定義された物
6)

理的要素集約性を表している.この時,(10)は各税について具体的に次のように表される.

/I.- ∴ .'.:.;:∵ ..."' ､
百 一諾 ･% -署 著 , j-x,y
(U

(1日

ただし, ｢'は,例えば,x--dx/xのように相対変化率を表す.
7)

次に課税のPx-の影響を見る.このために(1)-(6)の体系を全微分する.以下 Exxはx財需要

の補償価格弾力性,I-♪xX十Yは国民所得,γ-X/Iとし,またEol…oLx-.OLY,OK,+OL,-1
8)

(j-x,y)で博Lを価値要素集約性とする.したがってPxの動きは次のように求められる.

bx/TIX-IILll(8x8.,+8,OIX)

px/Tz,-lJl~1(8xOl,+8,81X),i-K,i
(12)

5) (4)-(6)の具体的な全微分の導出は角野 〔14〕を参照.

6) 物品税は,資本と労働の所得分配に中立であるから,HattaandHaltiwangerの分解では,7r効果だけで

W効果は現れてこない.従って,角野 〔14〕の帰着結果を変更させるものではなく,本稿で改めて分析は行わ

ない.

7) (1)-(6)の具体的な全微分の導出は角野 〔14〕を参照.

8) (2)の77の全微分を導出する過程は角野 〔14〕を参照.
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ここで,

lJI-lAHoFoD+(1-RIR2)(8K+SL)

であり,Rl,R2は次のように定義される.

(13)

Rl-慧 葦 ≧O, R2- Tfk <o

ここで,各税率の変更の際にも物理的要素集約性と価値要素集約性は逆転しないことを仮定し,

EAHol>Oとすれば,不完全競争部門の企業が利潤最大化を行っている際に,不完全 (完全)競争
9)

部門に各税を課税すると,相対価格は上昇 (下落)することが分かる.

HattaandHaltiwangerの分解を用いれば,(ll),(12)から利潤税及び雇用税の帰着が導かれ
10)

る.これらは次の命題で要約される.

命題 1 不完全競争部門の企業が利潤最大化を行っている際に,各部門に法人利潤税を課せば,

課税された部門が資本集約的であれば,資本に相対的に重い税負担をかける.

命題2 不完全競争部門の企業が利潤最大化を行っている際に,各部門に雇用税を課せば,課税

された部門が労働集約的であれば,労働に相対的に重い税負担をかける.

AndersonandBallentine〔3〕,角野 〔14〕の分析では,マークアップ率の動きを仮定しなけ

れば,つまり,マークアップ率を固定化(OD-1)しなければ,利潤税,及び雇用税の帰着は分から

なかった.しかし,本稿では,HattaandHaltiwanger〔9〕の分解を用いることによってマー

クアップ率の動きを仮定することなく,♂β>0で帰着が分かり,結果を強めることができた.

9) 各税率変更は物理的要素集約性と価値要素集約性を逆転させない事を仮定すれば,(13)で,EAHel>O,ま

た,CD>0,(llR.R2)(8K+8L)>0だからIJL>oとなる.したがって,(12)から,(∂x8,,+8,8.x)>0(i-K,L)

だから,♪x/TIX>0,9,/T.,<0(i-K,i).

10) (12)から,bx/T.x>0,9JT.,<0,(i-K,i)が決まり,(ll)から,x(y)部門が資本集約的と仮定すれば,

lAl<(>)0となり,lJl>0,6D>0,8K+8L>0から,7r効果は正となり,さらに,8K,+8L,>0だから,a,効果

も正となる.したがって,a,A/TRJ>0(j-x,y)であることがわかる.
雇用税については,x(y)部門が労働集約的と仮定すれば,lAl>(<)0となり,命題1と同様に導出される.
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